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要旨：コンクリート系構造物の耐震補強で用いられるあと施工アンカーを施工面に対して傾斜させて用いる

ことで，接合部のせん断剛性とせん断強度を増大できる可能性がある。本論では，傾斜型あと施工アンカー

を用いて既存の鉄筋コンクリート柱を袖壁増設補強することを想定した試験体を製作し，一定圧縮軸力下で

正負繰り返しの逆対称モーメントを与える載荷実験を行なって力学特性について検討した。実験の結果，ア

ンカー筋を傾斜させない在来型の接合工法に対して，アンカー筋を傾斜させた接合工法を用いた場合には，

部材が最大耐力に達する時の接合部のズレが小さくなると共に最大耐力が大きくなることが明らかとなった。 
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1. はじめに 

 鉄筋コンクリート造や鉄骨鉄筋コンクリート造などの

コンクリート系構造建物の耐震補強として，既存の躯体

に新たな耐震補強要素（耐震壁，鉄骨ブレースなど）を

増設する設計法が確立されている 1)。ここで，補強の効

果を最大限に得るには既存躯体と耐震補強要素の接合部

が剛強であることが望まれ，接合部にあと施工アンカー

を設けることが多い。なお，あと施工アンカーは接合部

に作用する応力に関わらず施工面に対して直角にアンカ

ー筋を固着させる（在来型あと施工アンカーと称す）こ

とが一般的であるが，せん断力が卓越する接合部に関し

ては，図-1 に示されるようにアンカー筋を傾斜させる

（傾斜型あと施工アンカーと称す）とせん断力に対する

抵抗機構はアンカー筋のダボ作用によるせん断抵抗型か

らアンカー筋の伸び縮みによる軸方向抵抗型へと変化す

ることが予測され，せん剛性とせん強度の増大が期待で

きる。せん断面に対して結合要素を傾斜させて用いる接

合工法の有効性は，鉄骨とコンクリートの結合（鉄骨鉄

筋コンクリート部材や合成梁など）における傾斜させた

頭付きスタッドの実験研究 2)や，プレキャスト部材の接

合面に傾斜させた接合筋を設けた接合部の実験研究 3)な

どで実証されている。 

 あと施工アンカーを傾斜させることの有効性について

は，著者らが鉄筋コンクリート骨組に対する枠付き鉄骨

ブレース補強の間接接合部を想定したせん断実験を行な

って検証しており，図-1(b)に示されるようにアンカー筋

を 45 度傾斜させ千鳥配置で交差型にした場合には，在来

型あと施工アンカーを用いた場合と比較してせん断強度

が増大し，変形特性も改善できることを明らかにしてい

る 4)（図-2 参照）。なお，アンカー筋を傾斜させること

の効果は，コンクリートがコーン状破壊を生じない条件

下で高い効果が得られることが明らかになっており，ア

ンカー筋の降伏，アンカー筋の付着破壊，コンクリート

のコーン状破壊、コンクリートの支圧破壊を考慮した各

破壊形式に応じたせん断強度の評価式を提案している 4)。 

本論では鉄筋コンクリート柱の袖壁増設補強へ傾斜

型あと施工アンカーを適用することを想定した部材試験

体を製作して載荷実験を行ない，在来型あと施工アンカ

ーを用いて袖壁増設補強した場合との構造性能の違いに

ついて検討する。 

 

 

 

 

 

 

(a) 単体         (b) 群体 

図-1 傾斜型あと施工アンカー 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 在来型         (b) 傾斜型 

図-2 間接接合部の履歴特性 4) 
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2. 実験方法 

2.1 試験体 

試験体は無補強の鉄筋コンクリート柱 1 体，在来型あ

と施工アンカーを用いて両側袖壁増設補強することを想

定した鉄筋コンクリート柱 1 体，傾斜型あと施工アンカ

ーを用いて両側袖壁増設補強することを想定した鉄筋コ

ンクリート柱2体の合計4体とした。試験体計画を表-1，

試験体形状を図-3に示す。 

試験体CLは柱断面が 300mm×300mmの無補強柱であ

り，帯筋比を 0.21%とし，曲げ破壊に対してせん断破壊

が先行する試験体として計画した。他の試験体は CL と

同形状の柱を 120mm×250mm の袖壁で補強したもので

あり，CLW00 は鉛直接合筋，水平接合筋共にアンカー筋

を傾斜させていない在来型の試験体である。CLW45A お

よび CLW45B は鉛直接合筋を 45°傾斜させた試験体で

あり，アンカー筋を傾斜させる方向が異なっている。な

お，実構造物におけるアンカー筋は接着系あと施工アン

カーを用いることを想定しているが，本実験ではアンカ

ー筋の傾斜方向の影響を確認するための基礎的研究と位

置付け，試験体製作の容易さからアンカー筋は全て先付

アンカーとした。先付アンカーと接着系あと施工アンカ

ーでは引張力を受けた際の付着強度に差異を生じるが，

一般的に付着強度の大小は，回転・打撃型の接着系アン

カー＞先付けアンカー＞注入型の接着系アンカーとなる

ことから 5)，回転・打撃型の接着系アンカーを用いる場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合よりは安全側の実験を行なうことになる。ただし，本

実験では確実にアンカー筋の付着破壊が生じないように

埋め込み深さは十分長くした。 

柱と袖壁の鉛直接合部のせん断強度は，既報 4) で提案 

 

表-2 鉛直接合筋のせん断強度 

 

 

 

 

 

表-3 コンクリートの材料特性 

 

 

 

 

 

 

 

表-4 鋼材の材料特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

傾斜角度
(°) 方向

Q 1

(kN)
Q 2

(kN)
Q 3

(kN)
Q 4

(kN)
0 せん断 13.9 25.6 - -

せん断(引張方向) 25.7 42.3 123 66.1
せん断(圧縮方向) 11.3 - - -

45

CL               CLW00               CLW45A              CLW45B 

図-3 試験体形状（単位:mm） 

CL CLW00 CLW45A CLW45B
圧縮(N/mm2) 32.3 32.3 32.3 31.0

柱 引張(N/mm2) 2.71 2.71 2.71 2.53
ﾔﾝｸﾞ係数(N/mm2) 32594 32594 32594 30977

圧縮(N/mm2) 40.6 42.5 38.6
引張(N/mm2) － 3.18 3.42 3.02

ﾔﾝｸﾞ係数(N/mm2) 31005 31885 30505

袖
壁

降伏強度

σy (N/mm2)
引張強度

σu (N/mm2)
伸び
(%)

柱主筋 D13(SD345) 354 488 19.2
帯筋・袖壁横筋 D6(SD295A) 368 531 20.5
袖壁縦筋 D10(SD345) 367 528 13.5
アンカー筋 D10(SD295A) 338 493 17.3
アンカー筋 D13(SD345) 364 530 18.9

表-1 試験体計画 
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した評価式を用いて，コンクリートの支圧破壊強度 Q2，

コンクリートのコーン状破壊強度 Q3 およびアンカー筋の

付着破壊強度 Q4に対して，アンカー筋の降伏強度 Q1 が下

回るように設計を行い，鉛直接合筋には D10 の異形鉄筋

を用いて柱部分への埋め込み深さを 12da（daはアンカー

筋の径）とした。鉛直接合部のせん断強度の計算値を表

-2に示す。なお，水平接合筋には D13 の異形鉄筋を用い

て梁（スタブ）部分への埋め込み深さを 12daとした。 

試験体の製作は既存部分に相当する柱および梁（スタ

ブ）の鉄筋およびアンカー筋を配した後，コンクリートを

打込んだ。その後，接合面に目粗し等の処理は行なわず，

壁筋を配した後，増設袖壁部分のコンクリートを打込んだ。

なお，既存部・増設部共にコンクリートは試験体を横に倒

して打込んだ。試験体に用いた材料の試験結果を表-3，表

-4にそれぞれ示す。 

2.2 載荷装置と変位計測 

載荷は図-4に示す載荷装置を使用して，所定の一定圧

縮軸力 N（=555kN）を導入後，正負繰返しの逆対称モー

メントを漸増載荷するものとした。N は柱断面の圧縮耐

力 Nuに対する比 n が 0.2 となるように設定した。反曲点

までの高さは 450mm であり，柱のせん断スパン比は 1.5

となっている。加力サイクルは部材角 R（上下スタブ間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 載荷装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) ズレ変位          (b) ひずみ度 

図-5 接合面のズレとひずみ度の計測位置 

の相対水平変位δ /柱内のり l）を変位制御し，無補強柱

に関しては，R=±0.25%rad.を 1 サイクル行なった後，次

に R=±0.5%rad.を 2 サイクル行い，それ以後は直前の振

幅に対して R を±0.5%rad.漸増させる正負繰り返し載荷

を 2 サイクルずつ行い，著しく耐力低下を生じたら実験

を終了した。袖壁増設補強柱に関しては R=±0.125%rad.

を 1 サイクル行なった後，次に R=±0.25%rad.および±

0.5%rad.を 2 サイクルずつ行い，それ以後は無補強柱と

同様の載荷履歴を与えた。 

 変位の計測は，上下スタブ間の相対水平変位δを計測す

ると共に，図-5(a)に示される位置にボルトを埋め込み，

柱と袖壁の相対ズレ変位 jδを柱の上下左右において計測

した。 

 ひずみ度の計測は，柱の主筋と帯筋，袖壁の縦筋と横

筋，アンカー筋（鉛直接合筋，水平接合筋）のそれぞれ

について，図-5(b)に示される位置の両面にひずみゲージ

を貼り付けて計測した。 

 

3. 実験結果および考察 

3.1 破壊状況と履歴特性 

各試験体について最大耐力時の破壊状況と最終破壊

状況を写真-1，せん断力 Q-部材角 R 関係を図-6，柱と

袖壁の相対ズレ変位 jδを図-7にそれぞれ示す。 

せん断力 Q は軸力の作用による PΔ 効果を考慮した値

を示している。図-6 における Qmu および Qsuは下式に示

される耐震改修設計指針 1)の袖壁増設補強柱の終局曲げ

耐力および終局せん断耐力の計算値である。無補強柱の

終局曲げ耐力および終局せん断耐力については，耐震診

断基準 6)に従って算定した。 

 Qmu= φ・Mu/h’ (1) 

 Mu=(0.9+β)at・σ y・D + 0.5N・D 
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ここに，φは低減係数で 0.8，その他の記号は下式および

文献 1)を参照するものとする。 

 pte=at/(be・de)×100 (4) 

 pwe・σwy= pw・σwy(b/be)+ psh・σsy(t/be) (5) 

 σ0e=N/(be・je) (6) 

いずれの試験体に関しても，最大耐力の実験値は計算値

を上回っていることが確認された。 
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無補強柱 CL は，R=±0.25%rad.の振幅で曲げひび割れ

が発生，R=±0.50%rad.の振幅で材端部に斜めひび割れが

発生して徐々に剛性低下し，R=0.54%rad.で主筋が降伏し

た後，R=1.0%rad.で最大耐力に達した。その後，R=±1.50 

%rad.での 2 サイクル終了時まではほとんど耐力低下し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なかったが，R=2.0%rad.に向かう際の R=1.43%rad.で帯

筋の降伏と共にせん断破壊を生じて急激に耐力低下した。 

袖壁補強柱 CLW00 は，R=±0.125%rad.の振幅で柱の

材端部に斜めひび割れが発生して徐々に剛性低下し，R=

±0.25%rad.の振幅の際に袖壁に斜めひび割れを生じ，鉛 
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 (b) 実験終了時 

写真-1 破壊状況 

図-6 履歴曲線 
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図-7 鉛直接合部のズレ変位 

 

 

 

 

 

 

 

 

CLW45A               CLW45B 

図-8 アンカー筋が受ける応力 

 

直接合筋が降伏すると共に鉛直接合部のズレが大きくな

り，剛性が大きく低下した。その後，R=0.5%rad.で最大

耐力に達した際には柱と袖壁の鉄筋および水平接合筋は

降伏してなく，R=0.66%rad.で帯筋が降伏，R=0.71%rad.

で柱主筋が降伏した後，斜めひび割れや鉛直接合部のズ

レの増大と共に徐々に耐力が低下した。無補強柱と比較

して耐力低下が穏やかなのは，袖壁が軸力を負担して柱

の負担軸力が低減されていることが影響していると考え

られる。 

袖壁補強柱 CLW45A は，R=±0.125%rad.の振幅で柱の

材端部に斜めひび割れが発生して徐々に剛性低下し，R=

±0.25%rad.の振幅の際に袖壁に斜めひび割れを生じる

と共に鉛直接合筋が降伏して最大耐力に達した。その後，

R=±0.5%rad.の振幅では鉛直接合部のズレが大きくなり，

やや耐力低下した。それ以後は R=0.55%rad.で帯筋が降

伏，R=0.98%rad.で柱主筋が降伏した後，斜めひび割れや

鉛直接合部のズレの増大と共に徐々に耐力低下が進行し

ていった。 

袖壁補強柱 CLW45B は，CLW45A と同様に R=±

0.125%rad.の振幅で柱の材端部に斜めひび割れが発生し

て徐々に剛性低下し，R=±0.25%rad.の振幅の際に袖壁に

斜めひび割れを生じた。その後，R=±0.5%rad.の振幅で

鉛直接合筋が降伏すると共に最大耐力に達し鉛直接合部

のズレが大きくなり始めたが他の試験体と比較してズレ

の量は小さい。それ以後は R=0.66%rad.で柱主筋が降伏，

R=±1.00%rad.の振幅で帯筋と水平接合筋が降伏した後，

斜めひび割れや鉛直接合部のズレの増大と共に徐々に耐

力低下が進行していった。 

一般的に既存鉄筋コンクリート柱の袖壁増設補強は，

柱と袖壁の接合に十分な量の鉛直接合筋を配して一体性

を確保し，柱と袖壁が一体となって挙動することで十分

な補強効果が得られるが，図-6および図-7を見て明らか

なように鉛直接合筋を傾斜させて接合することで袖壁増

設補強柱が最大耐力に達するまでの接合部のズレを抑制

することができ，その結果，最大耐力を増大させること

が可能であることが確認された。 
なお，CLW45A と CLW45B を比較すると，CLW45B

の方が最大耐力が大きくなっており，鉛直接合筋の傾斜

方向の違いによる影響が見られた。これは袖壁補強柱が

図-8 に示される方向にせん断力 Q を受ける場合を例と

すると，鉛直接合筋周辺の応力と傾斜方向によって点線

で囲まれる a，b，c，d の状態が存在すると考えられ，接

合面に作用するせん断力の他に接合面直交方向の応力

（引張力および圧縮力）の影響を受けて CLW45A と

CLW45B では接合部のせん断強度（ズレ強度）が異なる

ため，部材の最大耐力に差異を生じたものと推察される。

あと施工アンカーのせん断強度は作用する引張力（ある

いは圧縮力）の影響を受けてせん断強度が変化すること

が既往の実験で確認されている 7)。 

3.2 鉛直接合筋の挙動 

図-5(b)に示される側（試験体右側部）の鉛直接合筋

に着目し，柱と袖壁の接合面から柱内に 2da 埋込まれた

位置における鉛直接合筋の曲率φを図-9に示す。φは鉛直

接合筋両面のひずみ度の差を daで除した値とした。各図

は柱頭から柱脚に渡り位置する鉛直接合筋を上から順に

並べて示している。鉛直接合部のズレ変位が大きくなり

始める R=0.25%rad.程度以下の範囲おいては，傾斜の有

無や傾斜方向に関わらず，鉛直接合筋の配置位置によっ

てφの推移や最大値に顕著な差異はないことから，接合

部に作用するせん断力に対して 4 本の鉛直接合筋が均等

に抵抗しているものと推察される。また，同じ配置位置

の鉛直接合筋について，傾斜の有無による比較をしても，

R=0.25%rad.以下の範囲ではφの推移や最大値に顕著な差

異は確認されなかった。 

図-9 と同様に試験体右側部に位置する鉛直接合筋の

軸ひずみ度εを図-10 に示す。εは鉛直接合筋両面のひず

み度の平均値であり，引張ひずみ度を正として表した。

鉛直接合筋を傾斜させていない試験体（CLW00）の場合

は正負両載荷方向において引張ひずみ度が漸増していく

のに対して，鉛直接合筋を傾斜させた試験体（CLW45A，

CLW45B）の場合は正負繰返し載荷によって交互に引張

ひずみ度と圧縮ひずみ度が漸増していることから，鉛直

接合筋を傾斜させた場合には鉛直接合筋が軸方向抵抗型

の抵抗機構へと変化していることが確認された。また，

CLW45A と CLW45B では同一変形時におけるεの正負が 
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図-9 アンカー筋の曲率 
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図-10 アンカー筋の軸ひずみ度 

反転しており，鉛直接合筋の傾斜方向の違いによる影響

が顕著に見られた。 

 

4. まとめ 

在来型および傾斜型あと施工アンカーを用いて既存

の鉄筋コンクリート柱を袖壁増設補強することを想定し

た部材試験体を製作し，一定圧縮軸力下で正負繰り返し

の逆対称モーメントを与える載荷実験を行なった。本研

究によって得られた成果を以下にまとめる。 

1) 鉛直接合筋の傾斜の有無に関わらず，袖壁増設補強柱

の最大耐力は耐震改修設計指針に示される評価式を

用いて安全側に評価できる。 

2) 既存柱と増設袖壁の鉛直接合部に傾斜させたアンカ

ー筋を用いることで，袖壁増設補強柱が最大耐力に

達するまでの鉛直接合部のずれが小さくなり，最大

耐力を増大できる。 

3) 鉛直接合筋を傾斜させる方向によって，袖壁増設補強

柱の最大耐力に差異を生じる。 
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